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（１）本予算事業の背景
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本予算事業の背景

1.政府全体方針でのナッジの位置付けの強化
 骨太方針：ナッジで広く国民各層の意識変革や行動変容につなが
る後押しを強化

 成長戦略：ナッジの社会実装の展開、ナッジを通じた行動変容
 統合イノベ戦略：コロナ禍にも対応した行動変容をナッジで後押し

2.広報・普及啓発事業の質や効果への指摘
 行政事業レビュー：成果・効果の検証がなされていない事業が多い

3.環境省におけるナッジの取組の成果の蓄積と体制の強化
 事前の効果検証の結果に基づく効果的な施策の展開、EBPMの推
進

 小泉環境大臣（当時）による「選択と集中」の結果、ナッジの活用
を省内全体で推進する体制を構築し、予算を重点化
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「選択と集中」
～社会変革のための環境省改革～（抜粋）
第３章 環境省の政策・事業の選択と集中
１．選択と集中の重点化の視点：社会変革の加速化に向けたリデザイン
（４）ＥＳＧ金融やナッジを活用した社会変革
○ また、ウイズコロナ・ポストコロナの社会における「新たな日常」の下での行動変容や新たな
ビジネスモデルを単なる感染防止のみならず、社会変革に沿った方向へとつなげていくこと
が重要である。このため、環境省の幅広い施策へナッジの手法を積極的に活用し、社会変
革に向けた施策の効果の最大化を目指すとともに、環境分野のスタートアップ企業を支援し、
埋もれた技術や人材を発掘していく。
【新たなアクションの方向性】
・気候変動対策のみならず、幅広い政策分野においてナッジの手法を活用した行動変容を
促進

令和２年８月３日
環境省「選択と集中」
実行本部
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「選択と集中」
～社会変革のための環境省改革～（抜粋）（続）

令和２年８月３日
環境省「選択と集中」
実行本部

第３章 環境省の政策・事業の選択と集中
２．集中のためのリソース創出
（１） 予算の合理化・効率化
③ナッジを活用した「戦略的な広報・普及啓発」への転換
【主なアクション】

（見直し前）
・環境省の広報・普及啓発事業は、成果・効果の検証がなされていない事業が多いとの指摘を受けるなど、内容や
質に対する課題がしばしば指摘されてきた一方、環境省がこれまで磨いてきたナッジの手法を十分に活用できてい
ない。

（見直し後）
・意識改革や行動変容を後押しするため、広報・普及啓発を行う予算事業におけるナッジの活用や、ナッジの活用
を含む予算内容の調整を進めるなど、実効性を高めた広報・普及啓発に転換する。
・このため、ナッジの活用を省内全体で推進する体制を構築し、大局的な全体方針の策定、効果検証の方法や意
識改革・行動変容の方策における課題の検討などを通じた各普及啓発事業への支援を行い、広報・普及啓発を行
う予算事業の効果の最大化を図る。
・加えて、ナッジ以外の手法による効果的な広報・普及啓発事業についてもその効果検証の方法とともに検討を進
める。
※ナッジ（nudge：そっと後押しする）とは、行動科学の知見の活用により、「人々が自分自身にとってより良い選択を
自発的に取れるように手助けする政策手法」のこと。



（２）本予算事業を始める前の取組と成果
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公共政策の現場でのナッジ：科学に基づく新しい行動変容のアプローチ
 公共政策におけるナッジ（nudge：そっと後押しする）は、行動科学の知見
（行動インサイト）の活用により、「人々が自分自身にとってより良い選択を
自発的に取れるように手助けする政策手法」

 人々が選択し、意思決定する際の環境をデザインする

 選択の自由を残し、費用対効果の高いことを特徴として、欧米をはじめ世界
の400を超える数の組織が、あらゆる政策領域に行動インサイトを活用

 2017年4月に日本版ナッジ・ユニット発足（事務局：環境省）、同年に
ナッジの提唱者がノーベル経済学賞

 我が国では2018年に初めて成長戦略や骨太方針にナッジの活用を環境省
事業とともに位置付け

 コロナ禍に対応した脱炭素社会づくり等、最適なニュー・ノーマルへの行動変
容を後押し
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 ナッジをちりばめた省エネレポートの送付により、翌月以降の電気やガスの使用量が毎月2%削減。レ
ポートを送付した2年間効果が持続し、送付停止後も少なくとも1年間効果が持続（最大で全国50
万世帯で実証）

 全国2%の省エネ効果は冷蔵庫2,600万台の買換効果（投資金額で3兆円）、住宅用太陽光発電
80万件分の発電量（同1.4兆円）に相当

 事業期間中に全国4万7千トンのCO2削減。効果の持続で今後累計で11万1千トン削減の見込み

他の世帯との比較
【同調性・社会規範】
所属する集団内での他のメン
バーの実態と望ましい水準の
理解に役立てる

損失を強調したメッセージ
【損失回避性】
「ものを得る喜びよりも失う痛
みのほうが強く感じる」という行
動経済学の理論を応用

環境省事業の成果の例：省エネレポートによるエネルギーの効率的利用
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ナッジを活用した戦略的な広報・普及啓発（１）
 EBPM推進の観点から、環境省事業の成果で得られた省CO2に係るエビデンスに基づいて政策を立案し、省

CO2対策の実効性を高める取組を進めている
 2020年7月からのレジ袋有料化に合わせてレジ袋の受取辞退やマイバッグの利用を促進するため、どのような働
きかけをすることが効果的であるのかを明らかにしようとした

 得られるエビデンスの頑健性の高いランダム化比較試験を用いた実証実験とその効果検証を実施し、結果に整
合する広報・普及啓発を展開して実効性の向上を図っている

ナッジによりレジ袋辞退率・マイバッグ利用率が増加（最大15％増加）
• 「みんなでチャレンジ」して、その「結果を定期的にフィードバック」することが最も効果的であった
• 環境配慮行動の実践度合いも向上。レジ袋・マイバッグについて考えることが省エネ等のその他
の環境配慮行動も促進し、家庭での経済効果を生むことが実証された

実証実験の
イメージ

事前の検証結果に整合する
広報・普及啓発を展開



9

 国民のライフスタイルの転換期にタイミング良く情報発信することで、効果的な行動変容を促すことが可能
 2019年度から2020年度にかけて、3自治体（矢巾町、町田市、尼崎市）の協力の下、転入・転居の届出に
来た住民に対して、ナッジを組み込んだリーフレットを１枚ずつ配布

 リーフレットは4種類用意し、ランダム化比較試験による実証実験を実施したところ、うち2種類（社会規範のメッ
セージと環境配慮を訴求したメッセージ）が省エネ型冷蔵庫の購入を促進することが、統計的に実証された
（特に引越し後1週間以内が効果的）

 行政窓口で他の配布物と一緒にリーフレット１枚を配布するだけで費用対効果高く省CO2効果が得られることか
ら（普及期の費用対効果は237円/t-CO2）、自治体にとって採用しやすく、実際に波及効果が見込まれる

ナッジを活用した戦略的な広報・普及啓発（２）

社会規範

環境配慮訴求
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ナッジ×デジタルによる脱炭素型ライフスタイル転換促進事業

【省エネナッジ】
他の世帯との比較

【環境教育ナッジ】
ナッジ・ブーストを活用し

た
教育プログラム

【脱炭素×健康ナッジ】
ﾊﾟｰｿﾅﾗｲｽﾞされたﾒｯｾｰｼﾞナッ
ジ×経済的ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ

ウェアラブルで
ライフログ計測

睡眠の質と量に関わる
ビッグデータ生成

パーソナライズされたメッセージで
行動変容促進・ライフスタイル改善

エネルギー使用量削減
とともに睡眠時間改善

家庭での省エネを後押し
する顧客サービスとして本
事業の協力エネルギー事
業者が事業外でも需用
者に対して提供開始
（北海道ガス、北陸電
力、関西電力、沖縄電
力）。その後、他のエネル
ギー事業者も取組を実
施し、世帯数ベースで5
割以上にまで波及

実証実験に参加した中
学校や高等学校が実験
終了後も学習指導要領
に則った環境教育プログラ
ムとして授業で採用。
2021年4月に教材が市
販化

事業の協力事業者が以下の機能をウェアラブルウォッチ対
応睡眠分析アラームアプリに実装し、10万人超のユーザー
にサービス提供（ソムナス）
• ビッグデータを活用してパーソナライズしたメッセージ・コン
テンツを利用者に提供することで、ユーザーエクスペリエ
ンス（UX）を向上

• ポイントが日々の努力のモチベーション維持に有効で
あったため、ポイント付与機能を強化

図の出典：いらすとや

【エコドライブナッジ】
インセンティブ付与の
新規ビジネスモデル

図の出典：ソムナス

事業の実施事業者等が次世代自動車等の検証結果を
活用してエコドライブを促進するテレマティクス保険や炭素ク
レジット化等の新規ビジネスモデル案を構築（※当初計
画より早期終了し、次年度の概算要求額を減額）

図の出典：北海道ガス

事業の成果の社会実装：民間事業者の実ビジネスとしての実装
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環境省ナッジ事業の監理体制



12

 2017年4月、環境省のイニシアチブで発足・発表

メンバー
 行政内に閉じず、産学政官民連携のオールジャパンの体制
 自由闊達に議論するための場として連絡会議を設置

目標
 国民一人ひとりに配慮した無理のない行動変容を促進し、ライフスタイルの
変革を創出すること

 ナッジを含む行動科学の知見に基づく取組が我が国において早期に事業化・
社会実装され、自立的に普及すること

 行動に起因する社会課題解決のため、行動科学の知見の活用を政策オプ
ションの１つとして当たり前のように検討するようになること

 徹底した実証主義により、効果の有無を明らかにするとともに、使い方を示す
こと（EBPMの観点）

 規制的手法（法令等）や経済的手法（補助金等）といった伝統的な政
策手法を補完する、費用対果が高く、対象者に自由度のある新たな政策手
法として行動科学を用いた手法を確立すること

日本版ナッジ・ユニット（Behavioral Sciences Team, BEST）
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府省庁連携・産学政官民連携のオールジャパン体制

環境省
（事務局）

オール
ジャパンの
統合

プラットフォーム

産

学

政官

民

日本版ナッジ・ユニット連絡会議
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ナッジとEBPM

 令和３年１月とりまとめ。

 日本版ナッジ・ユニットBEST
では、環境省ナッジ事業をは
じめとするナッジの実践事例
をEBPMの観点から議論するこ
とによりナッジを適正に推進
するとともに、EBPMの好事例
を創出してEBPMの一層の推進
に繋げていくという好循環を
実現することが重要であると
考えている。

 17の論点からなる提言あり。
http://www.env.go.jp/earth/ondanka/nudge/EBPM.pdf
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よくある国プロと違う点：頑健な効果検証に基づくエビデンスの創出

 事業を通じて得られる成果が質の高いエビデンスとなるように、
また、実証を通じて得られる結果が何を意味するのかわからな
いということにならないように、結果をより一般化できるか
（外的妥当性）に留意しつつ、因果関係の説明の確からしさの
観点（内的妥当性）でランダム化比較試験を実施できる場合に
は原則実施するような実験デザインを求めている

 事業を通じて得られる成果については、学術論文として査読付
きの国際誌に投稿する等、積極的な公表を推奨。そうして得ら
れたエビデンスが新たな政策立案の根拠になったり、広く一般
に伝えられたエビデンスが他の実証事業の実験デザインや仮説
構築への活用に役立てられたりすることで、我が国における
EBPMの実践の好循環に貢献することを目指している

出典：日本版ナッジ・ユニット連絡会議での議論
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よくある国プロと違う点：ネガティブな結果もポジティブに受け止める
論点：当初想定していた効果が見られないということが明らかになったら

 環境省ナッジ事業では、既存のエビデンスを基に作業仮説を構築して、
フィールド実証の中でPDCAをぐるぐる回しながら統計学的に効果測
定、検証を実施した。

 効果が見られないという、通常であればネガティブな結果とも捉えら
れがちなことについても、環境省ナッジ事業の中ではポジティブな結
果として考え、結果を明らかにしていくこととした（予算要求段階か
ら説明済み）。

 効果があるのかないのかよくわからないような結果とならないよう、
実証デザインについて、環境省に加え、外部有識者による審査委員会、
そして日本版ナッジ・ユニット連絡会議で確認し、改善すべきことは
随時改善することとした。

 事業実施の結果によっては、事業計画の見直しが必要となることが考
えられる。環境省ナッジ事業では、とりわけ毎年度末の中間審査（ス
テージゲート審査）の際に、事業継続か改善・縮小・打ち切りか等、
様々な観点から審査委員会に相談して判断を仰いだ。

出典：日本版ナッジ・ユニット連絡会議での議論
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ネガティブな結果もポジティブに受け止める

 実証実験等により効果を検証した結果、効果が認められなかったり、
反対の効果が見られたりすることがあります。

 一見すると、無意味でネガティブな結果として捉えられるかもしれま
せんが、当初想定していた効果が見られないと明らかになることで、
そうした手法を政策として採用することを回避でき、また、政策とし
て実施していた場合には改善や中止の判断に繋げることができます。

 日本版ナッジ・ユニット連絡会議では、このようなネガティブに思わ
れがちな結果もポジティブに受け止めることが重要との指摘がなされ
ています。兵庫県神戸市では、従来用いられてきた食品ロス削減のた
めの普及啓発のリーフレットの効果を検証した結果、リーフレットの
配布の有無で食品ロスの量に違いが認められないことが明らかになり、
取組の改善に繋げることができたとの報告がなされました。

 政府の議論でも、「無謬性を克服し、政策変更が許容されるような行
政・政策立案の文化が無いとEBPMは難しいのではないか」との指摘
がなされています。（出典：第１回EBPM課題検討ワーキングループ
（2020年10月21日）議事要旨）

出典：ナッジとEBPM
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ネガティブな結果もポジティブに受け止める

 そもそも実証実験では、常に予想通りの結果が100％得られるという
ことはありません。総務省による「政策評価に関する統一研修（中央
研修）2018」では、心不全の突然死予防として用いられていた抗不
整脈剤が予想に反して死亡率を高めてしまったこと等、効果を期待さ
れた取組が、検証の結果、効果が無い、または、有害であると明らか
になることがいまだにあると紹介されています。

 このため、小規模の予備実験を事前に実施したり、既存のエビデンス
を精査して確からしい作業仮説を構築したり、効果のあると思われる
蓋然性の高い方法を複数比較したりする等、実施に当たり様々な工夫
がなされています（注：環境省ナッジ事業の予算要求に当たっては、
財政当局に対してこれらの指摘を説明したり、日本版ナッジ・ユニッ
ト連絡会議に招いたりすることを通じてあらかじめ理解が得られるよ
うにしています）。

 一方で、効果があるのか無いのか良くわからないということは全くの
別の話になります。政策の効果が検証されていなかったり、検証を試
みたものの統計学的な解析での標本の数が不足して因果関係の推測が
十分に行えなかったりする場合がこれに該当します。

出典：ナッジとEBPM



（３）本予算事業の実施内容と進捗



政策へのナッジの活用状況の調査・課題の分析

ナッジを活用した政策の企画立案・実践支援
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ナ
ッ
ジ
推
進

ナ
ッ
ジ
実
践

令和３年度に新規に要求した予算・組織定員により
環境省全体を統合的に監理

大局的な全体方針
実践の支援

成果の
共有

成果の
共有

知見の
インプット

ナッジを活用した
環境政策の実践

↓
意識変革・行動変容

促進

ナッジを活用した
環境政策の実践

↓
意識変革・行動変容

促進

ナッジを活用した
環境政策の実践

↓
意識変革・行動変容

促進

大局的な全体方針
実践の支援

知見の
インプット

大局的な全体方針
実践の支援

知見の
インプット

地球環境局 他部局 他部局

令和３年度以降の環境省内の体制

総合環境政策局
ナッジ戦略企画官

令和２年度までは主に地球環境局内のみであった
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本予算事業の全体像と出口戦略

ナッジを活用した戦略的な
広報・普及啓発の管理及び推進

大局的な全体方針
（戦略）

算定支援ツール

①広報・普及啓発を
戦略的に実施するた
めの大局的な全体方
針を策定

③意識変革・行動変
容の効果の算定支援
ツールを作成

ナッジ活用ガイドライン
②ナッジの活用により実効性ある広
報・普及啓発を戦略的に実施するた
めのナッジ活用ガイドラインを作成

環境省に加え地方公共団体等による
効果的な広報・普及啓発の実践を推進

広報・普及啓発におけるナッジ活用方策の立案及び検証
実践事例の蓄積
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環境省ナッジ事業の監理体制 再掲
本予算事業においても踏襲
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令和３年度に実施した実証実験の概要

（１）熱中症ナッジ
• 夏季の実証に間に合うよう４月の事業開始後、短期集中で実施
• 環境省内関係部局と相談、連携
• 結果を当該部局を通じて関係府省と共有

（２）防災ナッジ
• 夏季の実証に間に合うよう４月の事業開始後、短期集中で実施
• 環境省内関係部局、地方公共団体と相談、連携
• 当該地方公共団体の既存の取組と改善策の効果を比較検証
• 結果を施策に役立ててもらうべく、当該地方公共団体にフィード

バック

（３）生物多様性ナッジ
• 環境省内の研修を通じてナッジ活用に関心をもった環境省内関係

部局と相談、連携
• 当該部局の既存の普及啓発物と改善案の効果を比較検証
• 結果を当該部局と共有し、有識者会議で議論
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（１）熱中症ナッジ 実証実験前の状況

• 令和２年夏、東京23区の熱中症による死亡者の内訳は、９割が65歳以上の
高齢者で、９割が屋内で亡くなり、屋内で亡くなった方のうち９割がエアコンを使
用していなかった（出典：東京都監察医務院）。

• 環境省内の担当部局とともに、高齢者の熱中症罹患リスクの理解等の熱中症
に関するリテラシーや、熱中症予防に資する行動の実践について、一層の向上を
図るための手法を検討し、ナッジを活用した改善策の効果検証を実施することと
した。

• とりわけ、熱中症が室内や夜でも多く発生していることから、以下の夏の暑い夜に
エアコン使用を控えてしまう理由について気づきを与えることを目的とした。

 からだの冷えや、のどがいたくならないか心配
 エアコンで電気を使うと環境に良くないと思う
 エアコンの電気代がもったいない
 エアコンがなくてもがまんできる、大丈夫
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（１）熱中症ナッジ 実証実験の内容

• 65歳以上の調査会社のモニタを無作為に２群（ナッジをしない対照群とナッジ
をする介入群）に分け、介入群に対して以下のパンフレットを配布するとともに、
６週間、熱中症対策として実施が推奨される行動の記録を、各自目標を立て
た上で毎日記入してもらい、その後対策の実施状況等の事後調査を実施。

• パンフレットには夏の夜にエアコン使用を
控えてしまう理由４点それぞれについて
気づきを与えるメッセージを添えた。
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（１）熱中症ナッジ 実証実験の結果及び反映方針

• 介入群では対照群と比較して以下の事項で改善が見られた。

 加齢に伴う体温調節機能低下の理解：加齢に伴い体温調節機能が低下していることを
よく知っている割合が有意に増加

 熱中症予防情報サイトの訪問：熱中症予防情報サイトを見たことのある割合が有意に増
加

 予防行動の実施：熱中症予防に資する行動を実施している割合が有意に増加
 寝る前にコップ一杯の水を飲んで水分を補給している
 寝る前に部屋の温度や湿度を確認するようにしている
 寝る前にトイレに行くようにしている
 暑い夜や熱帯夜に風がからだに直接当たらないように気を付けてエアコンや扇風機を
使っている

 水分をこまめに摂るように心掛けている
 皮膚からの熱の放散を促すため、少しゆるめの服装を心掛けている
 入浴の前後に水分を摂り、長湯にならないように心掛けている
 暑い夜は運動を控えて無理をしないように心掛けている
 部屋の風通しを良くしている
 熱中症予防情報サイトのホームページで暑さ指数（WBGT）を確認している
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（１）熱中症ナッジ 実証実験の結果及び反映方針

• 介入群では対照群と比較して以下の事項で改善が見られた。

 エアコン利用の我慢：寝苦しくてもエアコンや扇風機を使わなかったことがある割合が有意
に減少

 エアコンを利用するようになった理由：暑い夜に以前よりもエアコンや扇風機を使うよう
になったと回答したモニタのうち、その理由としては、「温度や風向きを調節して冷えすぎ
やのどの痛みがないようにした」、「過度な我慢は体に良くないから」の順で多く、パンフ
レットを見て気づきを与えられ、普段の生活を見直すようになったことが示唆された

 気候変動への関心：気候変動に関心のある割合が有意に増加

• 令和４年３月開催の熱中症対策推進会議で関係府省と共有。引き続き、効果
的な啓発方法を検討。



解決しようとする社会や行政の課題

実施内容

高齢者の熱中症を防止するためにエアコンを利用する等、部屋の温度を調整するなどして暑さを避ける工夫をしてもらう。

用いる行動科学の理論・知見

英国ナッジ・ユニットBehavioral Insights Teamが提唱している、EASTフレームワークから以下を活用する。Attractive：人を引きつけるように訴求力を高める、カラフル
でシンプルなメッセージにより注意を引きつける。Social：人々が影響される社会環境を的確に利用する。

効果測定の手法

調査会社モニターより65歳以上の高齢者（被験者）を600名選び、ランダムに実験群
に振り分けRCT実証実験を実施する。毎日その遂行状況を往復はがきにある日記欄
にチェックし、返送してもらう。その遂行状況等を数値化し、有効性を検証する。

結果の自らのビジネスや行政への反映予定

関係府省等や自治体と成果を共有し、行政の施策としての活用を検討。
民間企業と連携し、総合ヘルスケアAs a service事業へ組み込み商用化
を指向。

作業仮説

高齢者に６週間、熱中症対策として実施が推奨される行動の記録を毎日記入してもらうとともに、夏の夜にエアコン使用を控えてしまう理由について気づきを与える
メッセージを添えたパンフレットを配り、各自目標を設定させることで、コミットメント効果が得られ、熱中症に関するリテラシーや熱中症予防に資する行動の実践が向
上し、また、空調を適切に利用するようになる。

夏季の６週間のナッジ実証RCTを実施する。熱中症対策についてのパンフレットと日記用の
シートを郵送する。熱中症対策に関する目標を立ててもらい、毎日その遂行状況を日記につ
けててもらう。対照群と介入群での意識や行動の差を分析する。

R4年度：自治体と連携してナッジ実証を実施
R5年度：複数自治体で実証し再現性を検証
R6年度：官民連携型実証で採算事業化を指向
R7年度：大規模社会実験と世界への発信

日記のイメージ

大阪府と民間企業連携事業の例

熱中症対策に関して誤解しやすい点に
ついて注意を促すパンフレット

29

熱中症ナッジ のロジックモデル

最終更新日：令和4年1月25日

暫定KPI:高齢者の熱中症罹患リスクの理解等の熱
中症に関するリテラシー、熱中症予防に資する行動
の実践（R3調査で把握した実態を踏まえ定量的に
設定）
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（２）防災ナッジ 実証実験前の状況

• ハザードマップについて、神奈川県内のある自治体では、転入時に個別配布され
るほか、庁舎等で配布され、また、インターネットで閲覧可能となっている。

• 環境省では、当該自治体とともに、災害リスクの理解等の防災に関するリテラ
シーや、食料・水の備蓄等の災害への備えについて、一層の向上を図るための手
法を検討し、ナッジを活用した改善策の効果検証を実施することとした。

【現状】 ハザードマップの配布 【改善策】 マグネットも配布
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（２）防災ナッジ 実証実験の内容

お住まいの地域の災害リスクは

お住まいの地域の最寄りの
避難場所は

避難所は

市役所の「防災ポータルサイト」 で
防災マップやハザードマップを確認してください

災害に備えて備蓄する人が増えています
被災経験者が備蓄しておけば良かったと
思うもの１位2位は 水と食料 とのことです
日々の備えがあなたと大切な家族を守ります

8cm

6.5c
m

※ 一時的に避難する場所

※ 避難生活をする場所

※ 緑色の数字が現在温度を示します

温度計

最低3日間、できれば7日間分の備蓄を

期限切れ
大丈夫?

• ある自治体在住の調査会社のモニタを無作為に2群（ナッジをしない対照群と
ナッジをする介入群）に分け、介入群に対して4週間、冷蔵庫や玄関等の目に
付く場所に以下のマグネットシールを掲示してもらい、その後習熟度等の事後調
査を実施。

• マグネットの特徴は以下の通り。
① 防災マップやハザードマップを見ながら、

地域の災害リスクや避難場所等を自
ら記入する体験型学習

② 自ら避難する場所を記入することによ
るコミットメント効果

③ 備蓄をする人が増えているという社会
規範メッセージ

④ 「こうしておけば良かった」という被災経
験者のリアルな体験談を引用

⑤ 日常的にチェックする事柄（天気、
温度、ニュース等）のうち、マグネット
で掲示可能な温度計を付けて自然と
情報に繰り返し触れられるようにした
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（２）防災ナッジ 実証実験の結果と反映方針

• 介入群では対照群と比較して以下の事項で改善が見られた。

 災害リスクの理解：地域の災害リスクを記述式で正しく答える割合が有意に増加

 食料の備蓄：食料を備蓄している割合や、1か月以内に備蓄したり賞味期限を確認した
りした割合が有意に増加

 水の備蓄：水を備蓄している割合や、1か月以内に備蓄したり賞味期限を確認したりした
割合が有意に増加

 家具の配置・警報器の設置：地震等に備えて家具等の配置を工夫している割合や警報
器を設置している割合が有意に増加

 一時避難場所や避難所の把握：一時避難場所や避難所を正しく把握している割合が有
意に増加。対象群は単に、小学校、学校、川といった回答が多数であったが、介入群では
対照群よりも具体的な名称を記入していた

 家族との集合場所の決定：災害時の家族との集合場所を決めている割合が有意に増加

• 現在、この自治体では、結果を関係部署と共有し、今後の対応を検討中。



最終更新日：令和4年1月25日

解決しようとする社会や行政の課題

実施内容

日常生活の中で、災害時の指定避難所への認知度高め、災害に対する意識の向上や情報の取得への行動変容を促す。

用いる行動科学の理論・知見

英国BITの提唱するEASTの知見を活用：Easyメッセージを明瞭かつシンプルにする。Social : 事前に自発的に「自分自身をロックインする」コミットをさせる。

効果測定の手法 結果の自らのビジネスや行政への反映予定

自治体の災害対策施策の中で、空欄書き込み型マグネットシール配布
事業を組み込む。マグネットの余白に広告を掲示し採算性を確保する。
災害を含めた統合的As a serviceの事業化を目指す。

作業仮説

指定避難場所を自身でマグネットシールに書き込み、これを冷蔵庫等の日常生活で目に付くところに貼ることで、指定避難所への認知度が向上する。

災害時の指定避難所への認知度を高めるナッジ実証を行う。被験者に冷蔵庫等へ貼りつけ可能なマグネットシールを住所別避難所リストとともに送付する。そのマグネット
の空欄に、リストを参照し最寄りの指定避難所を自らペンなどで記入してもらう。マグネットシールを毎日チェックするように心がけてもらい、その様子をスマートフォン等で写真
にとり、送付してもらう。
1か月後に、意識調査を実施し、事前調査と比較した認知度の向上等についての効果をRCT等により実証する。
災害避難学域の第一人者の一人である京都大学矢守教授の指導を受け本事業を実施する。

マグネットシールのイメージ

京都大学防災研究所矢守教授の
提唱する「避難スイッチ」

実施場所：神奈川県X市等。年度ごとに別の自治体を候補に調整する。

R4年度：自治体と連携してナッジ実証を実施
R5年度：複数自治体で実証し再現性を検証
R6年度：官民連携型実証で採算事業化を指向
R7年度：大規模社会実験と世界への発信

暫定KPI：当該地域での避難場所の認知度を令和2年から7年の5年間で5％増加さ
せ(65％程度とのデータあり)、各種災害の被害を抑止する。（ベースラインは独自調査
する）

調査会社モニターより指定地域在住の市民を100-300名選び、ランダムに3群に振り
分けRCT実証実験を実施する。 1か月後に、クイズと認知度・意識調査を実施し、事
前調査と比較した認知度の向上等についての効果をRCT等により実証する。
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防災ナッジ のロジックモデル
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（３）生物多様性ナッジ 実証実験前の状況

• 生物多様性保全のための普及啓発物と
して、５項目のチェック形式の「My行動
宣言」シートがある（自分でできそうなア
クションを選んで宣言する）。

• 環境省内の研修を通じてナッジ活用に
関心をもった環境省内関係部局と相談
し、既存のシートの効果検証をしつつ、
ナッジを活用した改良版のシートを作成
し、効果を比較検証することとした。

• シートの改良に当たっては、防災ナッジで
効果のあった自由記入式を採用すること
とした。

【現状】 My行動宣言（チェック形式）
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（３）生物多様性ナッジ 実証実験の内容

• ある自治体在住の調査会社のモニタを無作為に３群（ナッジをしない対照群と
既存または改良版のシートを配布する２つの介入群）に分け、介入群に対して
4週間、冷蔵庫や玄関等の目に付く場所にシートを掲示してもらい、その後意識
等の事後調査を実施。

【改善策】 コミットメント形式
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（３）生物多様性ナッジ 実証実験の結果と反映方針

• いずれの介入群も、対照群と比較して生物多様性への関心度や生物多様性保全
に資する各種行動の実践度が有意に高まった（これにより既存のシートに効果があ
ることが実証された）。

• 一方で、関心度の変化において、介入群間では有意な差が見られなかった。

• 行動の実践度についても、介入群間で有意な差が見られない行動もあれば、改良
版のシートでより促された行動もあった。

• 既存のシートと改良版のシートで、チェックや記入を通じて宣言した割合は、より一
手間かかると思われる改良版の方が高くなった。

• 担当部局が開催する有識者会議で結果を共有し、広報普及啓発する現場に応じ
てシートを使い分けるなど、今後の対応を検討中。



解決しようとする社会や行政の課題

実施内容

生物多様性保全のための里山保護に関する意識を高め、国立公園へ赴いたり、国立公園や里山における動植物の種の保全等に関する行動を促進する。

用いる行動科学の理論・知見

英国BITの提唱するEASTの知見を活用：Easyメッセージを明瞭かつシンプルにする。Social : 事前に自発的に「自分自身をロックインする」コミットメントさせる。

効果測定の手法

調査会社モニターより指定地域在住の市民を600名選び、ランダムに2群に振り分け
RCT実証実験を実施する。日記終了後。生物多様性保全やSATOYAMAイニシアチ
ブに関する意識や知見について事後アンケート調査を行い、その意識と習熟度の向
上効果をRCTにより検証する。

結果の自らのビジネスや行政への反映予定

環境省担当部局と成果を共有し、既存の施策の効果検証や改善に役
立てる。ライフスタイル産業等との連携により事業化を目指す。

作業仮説

①自身でできる行動を具体的に記入する。➁「みんなで一緒にチャレンジ」というネットワークの力を活用することで、各人の行動が活性化される。

普段の生活で目につく場所へ貼りつけ可能なMy行動宣言シートを解説資料とともに参加者へ
送付（またはwebで見てもらう）し、そのMy行動宣言シートの空欄に、自分自身が行動可能
な宣言行動を自らペンなどで記入し毎日チェックするように心がけてもらい、4週間の経過後に、
認知度・意識に関する事後調査を実施し、認知度の向上等についての効果をRCT等にて実証
する。

R4-5年度：自治体と連携してナッジ実証を実施
R6年度：官民連携型実証で採算事業化を指向
R7年度：大規模社会実験とSATOYAMAイニシアティブの世界への発信

暫定KPI:生物多様性の認知度を令和2年から7年の5年間で5%増加させ、
自然保護への行動変容を促す。（70.4％(H28環境省調査)）

37

解説資料 改良版の My行動宣言シート
具体的に出来ることを手書きする様式
（実施したら右側のマークを塗りつぶす）

生物多様性ナッジ のロジックモデル

最終更新日：令和4年1月25日
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環境省ナッジ事業全体の今後の方向性

△
2017年度

低炭素型の行動変容を促す情報発信（ナッジ）
等による家庭等の自発的対策推進事業

CO2

CO2
以外

△
2022年度

ナッジ×デジタルによる脱炭素型
ライフスタイル転換促進事業

△
１年前倒しで切り上げ

脱炭素とデジタル活用にフォーカス
予算を縮小して効率的に実施

意識変革及び行動変容につなげる
ナッジの横断的活用推進事業（本予算事業）

△
2021年度

社会実装促進事業（補助事業）
社会実装支援事業（委託事業）

△
ナッジ戦略企画官

成果の社会実装



（４）最近とくにホットな論点
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「ナッジ倫理」の必要性

• 公共部門において求められるナッジとは、2008年の元来の
ナッジの定義を満たすだけではなく、こうした「良いナッジ」で
あることは言うまでもない

• ナッジの活用は、他の政策手法と同様、人々の生活に介
入し、行動様式に影響を及ぼすことがある。ナッジの活用
に携わる人は、法令の定めるところに加え、高い倫理性が
求められるもの

• 日本版ナッジ・ユニットでは、2019年12月にナッジ倫理委
員会を設置
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ナッジ倫理委員会

• 2020年3月に「ナッジ等の行動インサイトの活用に関わる倫
理チェックリスト ①調査・研究編」を作成・公開

• 2020年12月に「②社会実装編」を作成・公開

• チェックリストは教育研究機関や医療機関の倫理審査の代
替となるものではなく、最低限考慮すべき考え方や心構えを
示したもの（セルフチェックリスト）

※侵襲的な研究や医学研究を行う場合には、「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫
理指針」（文部科学省・厚生労働省）を追加で参照することなどが必要
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利用可能な最良のエビデンス（Best Available Evidence）を参照する

 参考になるようなエビデンスが見当たらないときにどうすべき
か。

 そもそも何らかのエビデンスがあったとしても、海外で成功し
た事例がそのまま日本に適用できるとは限らないし、日本国内
のエビデンスにしても、そのエビデンスが得られた事例と異な
る人々や地域、状況を対象にしてみた場合であっても同様の効
果が得られるとは限らない。

 Best Available Evidenceとも言うべき、その時点で得られ、利
用可能な最善、最良のエビデンスを参照することが重要であり、
いつまでもあるかわからないエビデンスを探し続けるのではな
く、一定の熟慮の後は得られたピースを使って適切に作業仮説
を立てて、実証的手法により効果を検証していく段階に実際に
進んでいくことが重要と考える。

 無いものは無いのであり、その代わりに、実証を通じてエビデ
ンスを形成していくスタンスで臨むべきではないか。

出典：日本版ナッジ・ユニット連絡会議での議論



（参考）環境省のナッジの取組に対する
対外的な評価



環境省のナッジの取組に対する対外的な評価
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○厚生労働省「厚生労働省統計改革ビジョン2019（仮称）有識者懇談会」

• 中室牧子委員

 最もいい例としては、環境省の方で今、ナッジ・ユニットというのが立ち上がっているので
すけれども、そのナッジ・ユニットのリーダーをやっているのは、留学から帰ってきた非常
に若い方でありまして、ですので、さすがに大きな局をマネージできるということにはなら
ないと思いますが、例えばプロジェクトベースで、例えばモデル事業で、ナッジ・ユニット
のような１つのトライアルみたいなところで若い人にリーダーシップを発揮していただける
ような機会を与えていただければ、EBPMの実装というところに少し近づいていくのでは
ないかと思っております。

• 菱谷大臣官房人事課調整官

 若い職員はEBPMに理解があるし、環境省のナッジ・ユニットのような留学帰りの若い職
員を中心としたチームを作ってはどうかといった御指摘をいただいていました。

参考
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• シカゴ大学リチャード・セイラー教授（2017年ノーベル経済学賞）

 日本版ナッジ・ユニットが発足したと聞き、嬉しく思います。私が立ち上げを支援したイギ
リスやアメリカのナッジ・ユニットをはじめ、世界中の他のユニットの経験を踏まえれば、
日本版ナッジ・ユニットの取組が長期的に成功すると明るい見通しをもつことができます。
世界中の国々がこうした新しい動きに加わってきており、国民の生活を改善しながら、
政府の支出の削減に成功しています。また、世界のナッジ・ユニットは皆、新たに誕生し
ているユニットと喜んで知見を共有するでしょう。幸運を祈ります。
（2017年11月、第1回日本版ナッジ・ユニット連絡会議での祝辞）

シカゴ大学リチャード・セイラー教授
（ノーベル賞受賞前からの縁で対談が実現）

 ナッジ・ユニットは様々な主体を巻き込んだ
inclusiveな組織とすることが重要。行政内部に組
織を作って行政だけに閉じないこと。日本のナッ
ジ・ユニットBESTが産学政官民連携のチームとし
ていることは、マネジメントの難しい非常に
ambitiousな取組だが、賛辞を贈りたい。
（2018年10月、対談時のコメント）

参考
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